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はじめに 

１ 計画策定の目的 

 

江差町の人口は、今後減少が続くことが予測され、これまで需要の増大に応じて整

備を進めてきた公共施設等が、老朽化による更新時期の到来や、大規模災害への対応

が必要となるなか、財政環境の厳しさが続いていることも踏まえ、人口減少に応じた

計画的な更新・統廃合・長寿命化等の検討、財政負担の軽減・平準化、公共施設等の

最適な配置の実現が必要となっています。 

本計画は、公共施設等の全体像を明らかにし、様々な社会情勢を踏まえ、長期的な

視点を持って、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進することを目的に策定す

るものです。 

この度、平成 28年 3月に策定した本計画の見直しを行い、江差町で保有する公共施

設等のあり方を、それぞれの個別計画の内容を盛り込むことで、より精度の高い計画

とし、本町の施設の将来あるべき姿について、検討を進めることができるよう「江差

町公共施設等総合管理計画改訂版」を策定します。 

 

 

２ 計画の対象となる施設 

 

本町が保有する公共施設等のうち、公共施設（建築物）とインフラ系施設を対象と

します。 

次のページの表のとおり、公共施設（建築物）については、庁舎等行政施設、子育

て・福祉関連施設、産業関連、公営住宅、学校教育施設、教員・職員住宅、社会教育

施設、地域会館、その他の９類型に分類しました。 

また、インフラ系施設については、道路、橋梁、河川、上下水道、公園、農業農村

整備事業の６類型を対象として、現状等の把握や基本的な管理方針を示しています。 
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■施設分類表 

大 

分類 
番号 分類 主な施設 

公
共
施
設
（
建
築
物) 

1 庁舎等行政系施設 役場庁舎、消防団本部 等 

2 子育て・福祉関連施設 児童館、保育園 等 

3 産業関連施設 港湾センター、卸売市場 等 

4 公営住宅 町営住宅 等 

5 学校教育施設 小学校、中学校 等 

6 教員・職員住宅 教職員住宅、職員住宅 

7 社会教育系施設 朝日体育館、文化会館 等 

8 地域会館 泊生活館、対鴎館 等 

9 その他施設 地域振興センター 等 

イ
ン
フ
ラ
資
産 

1 道路   

2 橋梁   

3 河川   

4 上下水道   

5 公園   

6 農業農村整備事業   
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３ 計画の位置づけ 

 

本計画については総合計画を上位計画と位置づけ、そのほか個別計画については、

本計画の下位計画とします。 

 

江差町 総合計画 

【基本目標】 （１）経済基盤を持続させる産業の振興 

  （２）あたたかなつながりのある地域・ひとづくり 

  （３）住民が元気に安心して暮らせる生活環境 づくり   

  （４）住民とともにあり続ける行政運営   

      

     

江差町 公共施設等総合管理計画 

   
 

  

     

個別計画 

高齢者保健福祉計画  介護保険事業計画  公営住宅等長寿命化計画 

橋梁長寿命化修繕計画 江差町道路・河川個別施設計画 

 下水道ストックマネジメント計画など 
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第１章 公共施設等の現状及び将来の見通し 

１ 公共施設等の現状 

 

（１）公共施設（建築物）の状況 

 

本町の公共施設（建築物）延べ床面積の合計は約１０．４万㎡であり、分類別内訳

では公営住宅の全体に占める延べ床面積の割合が最も多く全体の２５．１％、次いで

学校教育系施設２０．３％、その他施設が１３．８％となっています。 

また、人口一人当たりの延べ床面積は１４．６㎡で、全国平均３．２２㎡の約４．

５倍と、全国平均よりも大幅に多い状況となっています。 

 

■分類別の延べ床面積、面積割合等一覧 

番号 分類 
面積 

（㎡） 

面積 

割合 

取得金額/ 

再調達価額 

（千円） 

人口一人当

たりの面積 

（㎡） 

1 庁舎等行政系施設 7,362.1 7.1% 1,297,690 1.0 

2 子育て・福祉関連施設 4,863.0 4.7% 639,242 0.7 

3 産業関連施設 10,125.2 9.7% 1,474,308 1.4 

4 公営住宅 25,614.9 24.7% 3,277,334 3.6 

5 学校教育施設 21,156.0 20.4% 2,940,650 3.0 

6 教員・職員住宅 5,764.0 5.5% 585,918 0.8 

7 社会教育系施設 9,222.5 8.9% 1,391,732 1.3 

8 地域会館 5,280.0 5.1% 542,689 0.7 

9 その他施設 14,416.9 13.9% 1,735,951 2.0 

合計 103,804.6 100.0% 13,885,513 14.5 

※固定資産台帳・公有財産台帳より集計。江差町の人口は「住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村別）

（総計）」で公表している 2022年 4月 1日調査値の 7,156人で計算 

※全国平均値は、総務省「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果」よ

り引用 
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■分類別の延べ床面積、割合 

 

 

（２）インフラ系施設の状況 

 

令和４年度時点でのインフラ施設の保有状況は、下記のとおりです。 

 

種別 各項目 施設数・面積等 

道路 道路延長 170,359m 

道路敷地面積 1,169,516㎡ 

橋梁 橋梁数 58橋 

面積 3,440㎡ 

公園 箇所数 5箇所 

面積 212,755㎡ 

上水道 管路延長 117,127m 

処理施設 取水場： 2箇所 

浄水場： 2箇所 

ポンプ場：2箇所 

配水池： 6箇所 

下水道 管路延長 26,248m 

施設数 2箇所 

 

  

庁舎等行政施設

7,362.1㎡

7.1%
子育て・福祉関連施設

4,863.0㎡

4.7%

産業関連

10,125.2㎡

9.7%

公営住宅

26,175.5㎡

25.1%学校教育施設

21,156.0㎡

20.3%

教員・職員住宅

5,764.0㎡

5.5%

社会教育系施設

9,222.5㎡

8.9％

地域会館

5,280.0㎡

5.1%

その他

14,416.9㎡

13.8%
庁舎等行政施設

子育て・福祉関連施設

産業関連

公営住宅

学校教育施設

教員・職員住宅

社会教育施設

地域会館

その他
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① 道路 

 

これまで町道は実延長で約１７万ｍ、敷地面積で約１１７万㎡を整備してきまし

た。 

人口一人当たりの延長は、檜山管内平均と比較すると０．５倍と、管内平均よりも

低くなっています。 

 

自治体名 人口 

（R2.国勢

調査） 

行政 

面積 

（㎢） 

道路の 

実延長

（m） 

人口一人 

当たり延長

（m） 

道路敷地 

面積 

（㎡） 

人口一人 

当たり面積

（㎡） 

江差町 7,435 109.5 170,359 22.9 1,169,516 157.3 

上ノ国町 4,308 547.7 157,560 36.6 1,693,894 393.2 

厚沢部町 3,593 460.6 183,594 51.1 2,653,367 738.5 

乙部町 3,406 162.6 134,752 39.6 1,910,219 560.8 

奥尻町 2,412 143.0 106,176 44.0 1,347,753 558.8 

今金町 5,076 568.3 311,870 61.4 3,963,926 780.9 

せたな町 7,405 638.7 405,781 54.8 4,531,728 612.0 

管内合計 33,635 2,630.4 1,470,092 43.7 17,270,403 513.5 

管内平均 4,805 375.8 210,013 43.7 2,467,200 513.5 

※総務省「公共施設状況調査」より抜粋・加工 
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②公園 

 

これまで都市公園や児童公園を、総面積で約２１万㎡整備してきました。 

人口一人当たり面積は、檜山管内平均と比較すると約０．１倍と、少ない傾向にあ

ります。 

 

自治体名 人口 

（R2.国勢 

調査） 

行政面積 

（㎢） 
箇所数 

延床面積 

（㎡） 

人口一人 

当たり面積 

（㎡） 

江差町 7,435 109.5 5 212,755 28.6 

上ノ国町 4,308 547.7 6 8,333,274 1,934.4 

厚沢部町 3,593 460.6 0 0 0.0 

乙部町 3,406 162.6 1 7,723 2.3 

奥尻町 2,412 143.0 10 295,914 122.7 

今金町 5,076 568.3 5 478,000 94.2 

せたな町 7,405 638.7 15 239,185 32.3 

管内合計 33,635 2,630.3 42 9,566,851 284.4 

管内平均 4,805 375.8 6 1,366,693 284.4 

※総務省「公共施設状況調査」より抜粋・加工 

※上記は都市公園である「えぞだて公園」「松ノ岱公園」「九艘川公園」「茂尻児童公園」「江差町運動公

園」のみであり、他に「逆川森林公園（400,000㎡）」、「檜山道立自然公園（かもめ島）（45,538㎡）」が

あります。 
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③上水道 

 

江差町の水道事業は、昭和２８年に給水人口９,６００人、計画１日最大給水量１,

８７０㎥/日の創設認可を取得し、給水を開始しています。 

以降、給水区域の拡張、給水人口、給水量の増加に伴う５度の拡張事業を経て、現

在小黒部地区の一部を除く全域をカバーする給水地域となっています。 

 

項目 単位 令和 3年度 令和 2年度 対前年比増減 

計画給水人口 人 13,500 13,500 100.0% 

行政区域内人口 A 人 7,006 7,185 97.5% 

給水人口 B 人 6,843 7,023 97.4% 

普及率 B／A ％ 97.7% 97.7% 99.9% 

配水量 

年間 C ㎥ 934,804 966,804 96.7% 

一日平均 ㎥ 2,561 2,885 88.8% 

一日最大 ㎥ 3,207 4,058 79.0% 

有収水量 
年間 D ㎥ 691,224 724,681 95.4% 

一日平均 ㎥ 1,894 1,985 95.4% 

有収率 D／C ％ 73.9% 75.0% 98.6% 

給水栓数 

給水栓数 栓 3,818 3,859 98.9% 

給水 
栓 3,448 3,199 107.8% 

契約栓数 

稼働率 ％ 90.3% 82.9% 108.9% 

給水使用開始 件 262 166 157.8% 

給水使用中止 件 496 386 128.5% 

 

■計画給水人口と給水能力の推移 

名称 認可年月日 計画給水人口 

（人） 

給水能力 

（㎥/日） 

関連水源等 

創設 昭和 28年 10月 9,600 1,870 豊部内川表流水 

第１次拡張 昭和 37年 12月 10,300 2,600 豊部内川表流水 

第２次拡張 昭和 46年 3月 12,900 4,600 
豊部内川表流水 

サダサ川表流水 

第３次拡張 昭和 48年 3月 15,230 5,155 サダサ内川表流水 

第４次拡張 昭和 49年 3月 15,800 5,371 五厘沢川表流水 

第５次拡張 平成 1年 12月 13,500 6,900 
上ノ国ダム水 

※五厘沢深井戸 
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➃下水道 

 

江差町の公共下水道事業は、平成５年度に事業を開始し、平成１４年度より供用開

始しています。事業認可区域１３０ｈａのうち、１０７ｈａで供用開始しており、当

該区域における令和３年度末の水洗化率は６１．１％となっています。 

 

項目 単位 令和 3年度 令和 2年度 

計画人口 人 4,970 4,970 

行政区域人口 A 人 7,006 7,185 

処理区域人口 B 人 2,835 2,888 

水洗化人口 C 人 1,732 1,661 

普及率 B／A ％ 40.5% 40.2% 

水洗化率 C／B ％ 61.1% 57.5% 

処理水量 

年間 D ㎥ 156,086 176,364 

一日平均 ㎥ 428 483 

一日最大 ㎥ 1,083 1,147 

有収水量 
年間 E ㎥ 169,820 174,555 

一日平均 ㎥ 465 478 

有収率 E／D ％ 108.8% 99.0% 

 

■下水道事業計画の経緯 

認可 
年月日 

（告示番号） 

面積 

（ha） 

人口 

（人） 

汚水量 

（㎥/日） 
概要 

当初 
平成 5年 12月 1日 

（公下第 33-40号指令） 

（312.8） 

49.9 

（10,000） 

2,900 

（6,030） 

1,420 
（ ）は全体計画値 

第 1次変更 
平成 10年 11月 5日 

（公下第 72-27号指令） 

（268.0） 

60.0 

（10,100） 

3,400 

（6,645） 

1,749 
・予定処理区域の拡大 

第 2次変更 
平成 12年 12月 5日 

（公下第 15-59号指令） 

（269.0） 

60.0 

（10,100） 

3,400 

（6,645） 

1,749 

・全体計画区域の拡大 

・ポンプ場位置変更 

・処理場面積変更 

第 3次変更 
平成 13年 11月 22日 

（公下第 15-23号指令） 

（269.0） 

130.0 

（10,100） 

6,400 

（6,645） 

3,375 
・予定処理区域の拡大 

第 4次変更 
平成 16年 12月 17日 

（公下第 676号指令） 

（269.0） 

130.0 

（10,100） 

6,400 

（6,645） 

3,375 
・年度延伸 

第 5次変更 
平成 21年 1月 26日 

（都環第 1650号指令） 

（271.0） 

130.0 

（10,100） 

6,400 

（6,645） 

3,375 

・全体計画区域の拡大 

・計画放流水質の設定 

第 6次変更 
平成 28年 3月 25日 

（都環第 2929号指令） 

（271.0） 

130.0 

（4,970） 

2,580 

（2,419） 

1,478 
・人口フレームの見直し 

第 7次変更 
令和 3年 3月 25日 

（都環第 1783号指令） 

（271.0） 

130.0 

（4,400） 

2,420 

（2,190） 

1,395 

・年度延伸 

・汚水量原単位の見直し 
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２ 公共施設の有形固定資産減価償却率等 

 

（１）公共施設（建築物）の有形固定資産減価償却率 

 

公共施設等の有形固定資産減価償却率は次の計算式で表しています。 

 

 有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得価額（再調達価額） 

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価額に対する

減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して減価償却がどこまで

進んでいるか把握することが出来ます。 

ただし、長寿命化工事による使用期間の延長効果は数字に反映されないことから、

施設の老朽度合や、施設の安全性の低さを直接的に示すものではありません。 

１００％に近いほど償却が進んでおり、一般的な目安として有形固定資産減価償却

率は３５～５０％程度と言われていますが、江差町の有形固定資産減価償却率は  

６２．９％で償却が進んでいます。 

 

分類名 
面積 

（㎡） 

取得価額/ 

再調達価額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

（千円） 

有形固定資産 

減価償却率 

（％） 

庁舎等行政系施設 7,362.1 1,297,690 740,617 57.1% 

子育て・福祉関連施設 4,863.0 639,242 407,654 63.8% 

産業関連施設 10,125.2 1,474,308 1,015,208 68.9% 

公営住宅 25,614.9 3,277,334 2,281,376 69.6% 

学校教育施設 21,156.0 2,940,650 1,774,853 60.4% 

教員・職員住宅 5,764.0 585,918 525,816 89.7% 

社会教育系施設 9,222.5 1,391,732 997,525 71.7% 

地域会館 5,280.0 542,689 507,694 93.6% 

その他施設 14,416.9 1,735,951 1,595,985 91.9% 

合計 103,804.6 13,885,513 9,846,727 70.9% 

※令和３年度末時点での情報 
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（２）公共施設（建築物）の年度別取得状況 
 

１９８１（昭和５６）年５月３１日以前の建築確認において適用されていた旧耐震基準

は、震度５強程度の揺れで建物が倒壊しない設定とされていますが、新耐震基準は震度６強

～７程度の揺れでも倒壊しないような構造基準として設定されており、旧耐震基準の公共施

設等については、早い段階での方向性の検討が必要となります。なお、江差町の公共施設

（建築物）は、５７．６％が新耐震基準で建築されています。（面積比） 

 

■取得年度別・分類別延べ床面積 

 

耐震基準 

延床面積（㎡） 

行政系 

施設 

子育て・

福祉関連

施設 

産業関連

施設 
公営住宅 

学校教育

施設 

教員・職

員住宅 

社会教育

系施設 
地域会館 

その他施

設 
合計 

旧 845 1,208 3,964 9,677 7,678 3,670 1,183 3,067 12,432 43,724 

新 6,517 3,655 6,161 15,938 13,478 2,094 8,040 2,213 1,985 60,081 

合計 7,362 4,863 10,125 25,615 21,156 5,764 9,223 5,280 14,417 103,805 

※注記 取得年度は、施設の建築年度と同様とする。 

 

■更新年度別・分類別再調達価額 
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（３）インフラ施設の年度別整備状況 

 

① 道路 

 

町道は総延長約１７０ｋｍ、路面面積６４３，７７５㎡となっています。このうち、町の

骨格を形成する１級町道は３０ｋｍ（１８％）、２級町道は２１ｋｍ（１２％）、１級 2級以

外のその他道路は１１９ｋｍ（７０％）、となっています。 

舗装状況では 1級町道はほぼ舗装済ですが、2級町道は６６％（５６,５８９㎡／８５,４

４９㎡）、その他の道路は６１％（２３７,７０３㎡／３９１,８３５㎡）が未舗装となって

います。 

 

a. 道路総延長 

 

 

b. 道路面積 

 

 

1級
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18%

2級

21,049.3m

12%

その他
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70%

153,649 

28,860 

154,132 

12,842 

56,589 

237,703 
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②橋梁 

 

橋梁は５８橋あり、１５ｍ未満の橋梁が４８橋で全体の８３％を占めています。 

整備年度は、３橋が昭和３６年度以前に設置、それ以外は設置後６０年未満となっていま

す。 

構造別に面積構成を見ると、ＰＣ橋が全体の５０．７％、ＲＣ橋が２．３％、鋼橋が４

６．８％、その他が０．２％となっています。 

 

a.橋梁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.橋梁面積 
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③上水道 

 

上水道管路は、昭和４１年度から整備を開始し、平成１３年度の整備延長が最も長く、 

１０,７２２ｍとなっています。 

このうち、耐用年数の４０年を経過した管路延長が３０，２１７ｍ（２５．８％）を占め

ています。 

上水処理施設は、それぞれ以下の通りとなります。 

・取水場：「上ノ国ダム取水場」「低区取水場」 

・浄水場：「ダム系砂川浄水場」「低区浄水場」 

・ポンプ場：「低区田沢野送水ポンプ場」「鰔川送水ポンプ場」 

・配水池：「ダム系低区 PC配水池」「ダム系高区 PC配水池」「高区 PC配水池」   

「低区 PC配水池」「低区田沢野 RC配水池」「鰔川 RC配水池」 
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④下水道 

 

下水道管路は、平成８年度から整備を開始し、総延長は２６,２４８mを整備しており、

平成１６年度の整備延長が最も多く４,６１５mとなっています。 

下水処理場は「江差・上ノ国下水道管理センター」「五勝手中継ポンプ場」の２施設があ

ります。 

 

■年度別整備延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤公園 
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公園」「逆川森林公園」「檜山道立自然公園（かもめ島）」の５箇所が整備され、総面積は

212,755㎡となっています。 
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３ 人口についての今後の見通し 

 

１９６０年以降の江差町の総人口は、１９６５年（昭和４０年）の１５,３８０人か

ら減少を続け、２０１５年（平成２７年）には８,２４８人となりました。国立社会保

障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によると、２０６０年（令和４

２年）には２,５３４人（２０１５年時点の約３１％）となる見込みです。 

また、江差町の人口ビジョンにおいては、２０６０年に３,１９２人（２０１５年時

点の約３９％）を目標数値としています。 

 

■人口推計シミュレーション

 

（出典）1.2015年までは国勢調査 

2.2020年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月 推計）」 

（国立社会保障・人口問題研究所）に基づき作成。 

平成 17年（2005年）から平成 22年（2010年）の人口の動向を勘案し、将来人口を推計。 

全国の稼働率が、今後も一定程縮小すると仮定した推計。 

3.江差町人口ビジョン（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
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■年齢３区分別人口割合の推移 

 

年齢３区分別人口とは、人口の増減を３つの年齢区分に分け、比較するものであ

り、年少人口は０歳から１４歳、生産年齢人口は１５歳から６４歳、老年人口を６５

歳以上の３つに分類します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年までは国勢調査、2020年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3月推計）」

（国立社会保障・人口問題研究所）に基づき作成。 

（単位：人） 

 
2015

年 

2020

年 

2025

年 

2030

年 

2035

年 

2040

年 

2045

年 

2050

年 

2055

年 

2060

年 

生産年齢 4,589 3,821 3,310 2,869 2,461 2,021 1,669 1,430 1,254 1,095 

年少人口 818 663 546 447 375 325 283 241 200 164 

老年人口 2,841 2,891 2,770 2,595 2,393 2,244 2,046 1,796 1,524 1,275 

総数 8,248 7,375 6,626 5,911 5,229 4,590 3,998 3,467 2,978 2,534 

 

人口推移を年齢３区分別にみると、年少人口は２０１５年（平成２７年）に８１８

人であり、社人研の推計ではその後も減少を続け、２０６０年（令和４２年）には１

６４人と２０１５年時点の約１９％になると予想されています。 

生産年齢人口は徐々に減少し、推計では２０６０年には１,０９５人と、２０１５年

の約２４％になる見込みです。 

老年人口は２０２０年（令和２年）推計値の２,８９１人を境に減少に転じ、２０６

０年には１,２７５人になると推計されていますが、江差町の人口ビジョンでは老年人

口の目標値を１,６６７人とし、総数を３,１９２人と推計値を上回る人口減少の抑制

案を掲げております。 
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４ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込み及

び充当可能な財源見込み 

 

（１）公共施設（建築物）の維持管理費 

 

 公共施設等の維持管理費は、行政コストを計算することで検討することが出来ま

す。過去 5年間の、施設の維持管理費用を集計すると、下表のとおりとなりました。 

 維持管理コストは年平均で約３億７千万円となっています。 

 

■公共施設（建築物）分類別の施設別の行政コスト（単位：千円） 

費目 平成 29年度 平成 30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度 合計 

施設整備費 349,080 246,077 278,320 309,696 244,435 1,427,608 

維持修繕費 33,689 35,895 26,003 33,380 30,768 159,735 

光熱水費・

委託費 
70,115 69,728 78,662 78,033 74,997 371,535 

合計 452,884 351,700 382,985 421,109 350,200 1,958,878 

※江差町受領資料に基づいて集計。 

※修繕費の内容は次のとおり。修繕費、材料費、財産購入費 
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（２）更新必要年度と更新必要額 

 

現存する公共施設（建築物）を保有し続け、20年周期で大規模改修、40年周期で改

築した場合の４０年間の維持更新費は総額５５７億円、年平均１３．９億円となり、

改修・更新等による財政への負担が懸念されます。 

また、建築物に加えて、道路・橋梁・上下水道等のインフラ系施設の維持管理費用

についても考慮する必要があります。これらは、社会経済活動や地域生活を支える社

会基盤として、日常の交通機能等とともに、防災対策としても重要な役割を担ってい

ます。 

 

■公共施設（建築物）の更新費用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
改築単価 

(万円/㎡） 

大規模改造単価 

(万円/㎡） 

行政系施設 40 10 

子育て支援施設 33 8.25 

保健・福祉施設 36 9 

産業関連施設 40 10 

公営住宅 28 7 

学校教育施設 33 8.25 

教員・職員住宅 36 9 

社会教育系施設 40 10 

スポーツ・レクリエーション系施設 36 9 

地域会館 40 10 

供給処理施設 36 9 

上水道施設 36 9 

下水道施設 36 9 

その他施設 36 9 
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施設整備費

過去5年平均施設整備費

【試算条件】 

・文科省提供の更新費用試算ソフトを活用し算出 

・令和３年度に作成した「江差個別施設計画」の算

定結果に加え、公営住宅等の施設の情報を加えて

作成 

・更新単価は左表による 

・現在保有する資産を全て保有 

 

過去５年間の 

施設整備費平均  

約 2.9億円 

今後 40年間

の施設整備費

平均  

約 11.3億円 
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（３）インフラ施設の更新費用 

 

①道路 

 

今後、道路に関して必要となる更新費用は今後４０年の総額で８１億円、年平均で

２．０億円と想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【試算条件】 

・総務省提供の更新費用試算ソフト（ver2.1）を活用し、更新単価は更新費用試算ソフトの標準値を使用 

・現在保有する資産を全て保有 

・更新年数は 15年周期とし、全整備面積を 15年で割った面積を毎年更新 
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【江差町 公共施設等総合管理計画】 

21 

 

②橋梁 

 

今後、橋梁に関して必要となる更新費用は今後４０年の総額で１２．８億円、年平

均で０．３２億円と想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＰＣ橋：プレストレストコンクリート橋、ＲＣ橋：鉄筋コンクリート橋 

 

 

 

 

 

 

  

【試算条件】 

・総務省提供の更新費用試算ソフト（ver2.1）を活用し、更新単価は更新費用試算ソフトの標準値を使用 

・現在保有する資産を全て保有 

・更新年数は 60年周期 
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③上水道 

 

今後、上水道に関して必要となる更新費用（管路、処理施設等）は今後４０年の総

額で７５．９億円、年平均で１．９億円と想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【試算条件】 

・総務省提供の更新費用試算ソフト（ver2.1）を活用し、更新単価は更新費用試算ソフトの標準値を使用 

・現在保有する資産を全て保有 

・インフラ：公共桝、真空弁、側溝、マンホールポンプ 

・更新年数は以下の通り 

  管渠→40年周期 

  処理施設（建屋あり）→30年大規模改修・60年建替え 

  処理施設（建屋なし）→各耐用年数周期 

  量水器→8年周期 
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④下水道 

 

今後、下水道に関して必要となる更新費用（下水管路、処理施設等）は今後４０年

の総額で３０．８４億円、年平均で０．７７億円と想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【試算条件】 

・総務省提供の更新費用試算ソフト（ver2.1）を活用し、更新単価は更新費用試算ソフトの標準値を使用 

・現在保有する資産を全て保有 

・更新年数は以下の通り 

  管渠・桝・マンホール→50年周期 

  処理施設→30年大規模改修・60年建替え 

・年度不明分整備は、年度不明延長/耐用年数（50年）より年整備延長を算出し試算 
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⑤公園 

 

今後、公園に関して必要となる更新費用は今後４０年の総額で２．４２億円、年平

均で０．０６億円と想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥インフラ施設のまとめ 

 

インフラ施設全体の更新費用の推計結果は、４０年間で総額２０２．９６億円、年

平均５．０７億円となります。 

このため、これまでの手法によりインフラ施設全てを更新していくことは困難であ

り、管理手法の見直しが必要となります。 
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（４）充当可能な財源の見込み 

 

 前述した更新必要額を踏まえ、令和４年度一般会計の歳入・歳出額をベースに、今

後１０年間の普通会計を単純シミュレーションすると以下のとおりになります。 

 

※シミュレーション条件           

歳入：令和４年度の一般会計歳入予算額とした。 

歳出：義務的経費、その他の経費（普通建設事業費を除く）は、令和４年度の一般会計歳 

   出予算額とした。 

施設関連経費は前頁までの公共施設（建築物）の更新費用とした。     

 

（単位：千円） 

  R4 R5 R6 R7 R8 R9 

歳入合計 6,076,059 6,076,059 6,076,059 6,076,059 6,076,059 6,076,059 

  R4 R5 R6 R7 R8 R9 

義務的経費 2,402,638 2,402,638 2,402,638 2,402,638 2,402,638 2,402,638 

施設関連経費 1,771,410 2,609,170 2,551,556 1,766,931 2,137,562 2,332,929 

その他の経費 2,838,034 2,838,034 2,838,034 2,838,034 2,838,034 2,838,034 

歳出合計 7,012,082 7,849,842 7,792,228 7,007,603 7,378,234 7,573,601 

収支 -936,023 -1,773,783 -1,716,169 -931,544 -1,302,175 -1,497,542 

 

（単位：千円） 

  R10 R11 R12 R13 合計 年平均 

歳入合計 6,076,059 6,076,059 6,076,059 6,076,059 60,760,590 6,076,059 

  R10 R11 R12 R13 合計 年平均 

義務的経費 2,402,638 2,402,638 2,402,638 2,402,638 24,026,380 2,402,638 

施設関連経費 2,125,645 1,964,846 2,737,224 3,260,171 23,257,444 2,325,744 

その他の経費 2,838,034 2,838,034 2,838,034 2,838,034 28,380,340 2,838,034 

歳出合計 7,366,317 7,205,518 7,977,896 8,500,843 75,664,164 7,566,416 

収支 -1,290,258 -1,129,459 -1,901,837 -2,424,784 -14,903,574 -1,490,357 

 

 シミュレーションの結果、令和４年度から令和１３年度までの１０年間で約１４．

９億円、年平均で１．５億円の資金不足が発生します。 
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（参考）  

■歳入の推移 

    （単位：千円） 

科目 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度 
令和 4年度 

予算 

令和 4年度 

予算（9月） 

地方税 828,627 811,886 795,270 764,980 764,980 

譲与税・交付金 229,844 259,687 289,256 287,653 287,653 

地方交付税 2,380,920 2,462,593 2,753,644 2,535,000 2,648,006 

使用料・手数料 89,053 85,008 84,188 99,008 99,008 

国庫支出金 524,238 1,590,367 1,061,146 597,413 809,491 

道支出金 335,390 363,180 287,835 286,489 301,251 

公債 787,307 323,733 649,639 515,700 522,100 

その他 637,484 586,236 479,486 596,257 643,570 

歳入合計 5,812,863 6,482,690 6,400,464 5,682,500 6,076,059 

 

 
※参照 江差町各会計決算資料 
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■歳出の推移 

    （単位：千円） 

科目 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度 
令和 4年度

予算 

令和 4年度

予算（9月） 

人件費 764,998 914,680 983,797 996,636 1,009,316 

扶助費 737,315 771,024 873,023 856,795 857,180 

公債費 649,656 629,489 590,665 549,207 549,207 

普通建設事業費 847,521 472,662 463,874 441,828 451,463 

物件費 745,102 685,682 781,106 765,938 897,266 

維持補修費 80,266 134,417 145,655 90,576 143,967 

補助費等 1,021,807 1,859,445 1,415,442 1,070,998 1,255,183 

繰出金 583,736 603,101 604,642 644,641 646,596 

その他の経費 212,684 167,625 234,906 265,881 265,881 

歳出合計 5,643,085 6,238,125 6,093,110 5,682,500 6,076,059 

 

 
※参照 江差町各会計決算資料 
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第２章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

１ 計画期間 

 

 今後１０年間で、老朽化を迎える施設（インフラ資産：５０年以上、公共建築物：

３０年以上）が増加し、その割合は全体の７割に達することが予測されます。このた

め、この１０年間を、公共施設等を持続的に保持していく重要な期間と位置付け、本

方針の期間を１０年間（平成２８年度から令和７年度）とします。  

また、個別の施設の更新・統廃合・長寿命化等については、必要に応じて、施設ごと

に個別計画を策定していくこととします。 

 

 

２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

 

（１）全庁的な公共施設の管理取組体制 

 

 本計画を継続的に運用していくために、財政課が中心となり、問題解決に向けて関

係各課と連携を図りながら全庁的に進めていきます。 

 

 

（２）情報管理・共有方策 

 

 戦略的にマネジメントを推し進めるためには、施設の情報を適切な形で蓄積し、そ

れらのデータを有効活用することが必要です。具体的には、施設の部材情報や劣化状

況等の情報をもとにした点検・診断や、工事履歴等を踏まえた維持・修繕など、情報

の有効活用を図るとともに、これらの情報に各施設管理担当者が容易にアクセスでき

る環境を整え、日常的な管理の場面から情報を活用していくことが重要です。 
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３ 現状や課題に関する基本認識 

 

（１）公共施設等の改修・更新等への対応 

 

 高度経済成長等の社会的経済的状況に対応するために建設してきた膨大な公共施設

等が、今後、老朽化の度合いを深めていくことに伴い、安全性の問題、機能劣化の問

題等もまた深刻化せざるを得ません。今後も、行政サービスを適正なレベルで提供し

続けていくためには、これら施設の維持管理・更新需要も増加していくことが予測さ

れ、計画的に対処していくことが必要です。 

 健全な財政状況を維持するためには、改修・更新等にかかる費用を平準化させると

ともに、投資費用を抑制することが必要であり、中長期的な視点による、戦略的な公

共施設等の再編成・管理に取り組む必要があります。 

 

（２）人口減少への対応 

 

 本町の総人口は、高度経済成長期である１９６５年から減少を続け、その後も減少

を続けています。人口減少は今後も続くと見込まれ、江差町人口ビジョンでは、２０

６０年に３,１９２人と、現在の４５%程度の人口規模になると見込んでいます。 

 人口全体の減少の本格化が避けられないのみならず、年齢構成別に見ると、幼少人

口・生産年齢人口の減少、老齢人口の増加による少子高齢化が一層進む厳しい予測に

なっています。この人口減少は、公共施設等に求められるニーズに大きく変化をもた

らすものと思われます。したがって、全体の人口減少だけでなく年齢構成別や地域別

に見た場合に予測される人口の変化が、行政サービスに求めるニーズへどのように影

響するか着目するとともに、他の社会情勢の変化によるニーズの変化も十分に考慮し

た上で、最適な施設のあり方を検討していくことが求められます。 

 

（３）逼迫する財政状況への対応 

 

 今後、人口の減少に伴い町税収入等、一般財源の減少が予想されることに加えて、

高齢化の進行に伴う扶助費等の義務的経費が増加することから、公共施設等の維持管

理のための財源確保が困難になることが見込まれます。 

 こうした厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理・運営にかかる費用を縮減し、

なおかつ機能の維持を図っていくことが大きな課題となります。 

 また、民間企業との連携や、町民との協働も視野に入れながら、事業の効率化や維

持管理費の削減に取り組む必要があります。 
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（４）バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進 

 

 「ユニバーサルデザイン 2020行動計画」（平成 29年 2月 20日ユニバーサルデザイ

ン 2020関係閣僚会議決定）におけるユニバーサルデザインのまちづくりの考え方を

踏まえ、公共施設等を修繕・更新する際には、高齢者や障害者をはじめ誰もが利用し

やすい施設となるよう、バリアフリー化やユニバーサルデザイン化を必要に応じて実

施することで、公共施設等の性能の確保に努めます。 

 

（５）脱炭素化の推進 

 

 地球温暖化の最大の原因である二酸化炭素の排出量の削減など脱炭素化に向けた取

り組みの一環として、公共施設等においても省エネや再エネ利用、脱炭素化の推進、

グリーンインフラ※など世界基準の開発目標を意識した取組を推進することで、持続

可能なまちづくりと地域活性化を目指します。 

脱炭素化の推進に向けて、本町は 

① 太陽光発電の導入  

② 建築物におけるＺＥＢの実現  

③ 省エネルギー改修の実施  

④ ＬＥＤ照明の導入 

等の事業に、率先的に取り組みます。 

※自然環境が有する機能を社会における様々な課題解決に活用しようとする考え方。 
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４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 

（１）基本的な考え方 

 

 ２０６０年には江差町人口ビジョンで約３,２００人の人口規模になると見込むなか

で、地域の将来像を見据えた公共施設等の適正な配置等の検討を行っていきます。 

 新規の公共施設等は財政状況を踏まえ、供給量の適正化を図ります。 

 既存施設については、老朽化の状況や利用実態及び今後の需要見通しを踏まえ、今

後とも保持していく必要があると認められた施設については、長寿命化を柱に、建て

替え、複合化、広域化等を選択し、建て替えをする場合には、まず減築や他の施設と

の複合化を検討します。 

 

 

①公共施設 

 

■供給に関する方針  

 

・機能の複合化等による効率的な施設配置  

老朽化が著しいが、町民サービスを行う上で廃止できない施設については、周辺施

設の立地状況を踏まえながら、施設の統合や機能の複合化等により、効率的な施設配

置及び町民ニーズの変化への対応を図ります。 

  

・施設総量の適正化  

町民ニーズや上位・関連計画、政策との整合性、費用対効果を踏まえながら、人口

減少や厳しい財政状況を勘案し、必要なサービス水準を確保しつつ施設総量の適正化

（縮減）を図ります。  

 

■品質に関する方針  

 

・予防保全の推進  

日常点検、定期点検を実施し、劣化状況の把握に努めるとともに、点検結果を踏ま

えた修繕や改修の実施により予防保全に努めます。  
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・計画的な長寿命化の推進  

建築後長期間経過した施設については、長期的な修繕計画の策定や点検等の強化な

どにより、計画的な維持管理を推進し、必要に応じて施設の長寿命化を図ります。  

 

■財務に関する方針  

 

・長期的費用の縮減と平準化  

改修・更新等の費用の縮減と更新時期の集中化を避けることにより、歳出予算の縮

減と平準化を図ります。 

  

・維持管理費用の適正化  

現状の維持管理にかかる費用や業務内容を分析し、維持管理費用や施設使用料等の

適正化を図ります。 

  

・民間活力の導入  

ＰＰＰやＰＦＩなどの手法が活用できる場合は、施設の整備や管理・運営における

官民の連携を図り、財政負担の軽減と行政サービスの維持・向上を図ります。 

 

②インフラ資産  

 

■供給に関する方針  

 

・社会構造変化に対応した適正な供給  

社会構造の変化を踏まえ、適正な供給を図ります。 

 

■品質に関する方針  

 

・長寿命化の推進  

道路、橋梁、河川、上下水道、公園といった施設種別ごとの特性を考慮し、中長期

的な経営視点に基づく計画的な維持管理を行います。  

 

■財務に関する方針  

 

・維持管理費用の適正化  

計画的な点検や維持補修により、維持管理費用の適正化及び平準化を図ります。 
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・民間活力の導入  

ＰＰＰやＰＦＩなどの手法が活用できる場合は、施設の整備や管理・運営における

官民の連携を図り、財政負担の軽減と行政サービスの維持・向上を図ります。 

 

（２）実施方針 

 

①点検・診断等の実施方針 

 

公共施設等の維持管理に当たっては、まず、破損等の状況把握のほか、経年劣化・

損傷を把握するための日常的な巡視を行います。そして、さらに専門的見地からの状

況把握を行うために定期的な点検・診断を実施します。 

また、点検・診断等によらず同様の構造・工法等による危険性が指摘され、利用者

の安全確保に重大な懸念が生じる場合は、当該公共施設等に限らず、同様の危険性が

推測される類似の施設全体において、点検・診断等を実施し、安全確保に努めるもの

とします。  

これらの点検・診断は、公共施設等を安全・安心な状態で町民利用に供するために

必要不可欠な取組であり、今後、中・長期的な計画の作成によるメンテナンスサイク

ルの構築等に努めてまいります。 

 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

a.公共施設等（建築物）の維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

公共施設等（建築物）の維持管理・修繕・更新は、建設時から経過した年月によっ

て、その対処方法が異なることから、施設ごとに点検・診断、耐震化、改修・修繕、

長寿命化、更新の判断をしていきます。 

なお、建築物以外の屋外施設については、適切な点検・診断等により効率的な維持

管理に努めます。 

 

b.インフラ系施設の維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

インフラ系施設はまちづくりの基盤となるものであり、利用者の安全性確保や安定

した供給・処理が重要であることから適切な点検・診断を行い、結果に基づき必要な

措置を行い、得られた施設の状態等を記録し、次の点検・診断に活用するというメン

テナンスサイクルの構築により効率的な維持管理を推進します。また、このような取

組により維持管理費用の縮減・平準化を図ります。 
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（３）安全確保の実施方針 

 

劣化が著しく安全を確保できない公共施設等については、速やかに使用を中止し、

安全対策等の措置を講ずるものとします。ただし、老朽化等により供用廃止され、か

つ、今後とも利用見込みのない公共施設等については、まずは、立入禁止措置等を実

施し、必要に応じて施設の除却等を行うなど、安全確保対策を実施するものとしま

す。 

 

（４）耐震化の実施方針 

 

公共施設等の管理にあたり、建築後長期間経過した施設については、大規模改修の

検討と併せ、「江差町耐震改修促進計画」との整合性を図りながら、施設の安全性の

確保に努めていきます。 

 

 

（５）長寿命化の実施方針 

 

公共施設等のうち、老朽化の状況や利用状況等の評価により今後も長く使い続け、

町民サービスを提供していくと判断される長寿命化対象施設について、期待される耐

用年数までの使用を可能とするための効果的・計画的な保全措置を講じるとともに、

LCC(ライフサイクルコスト)の縮減も考慮に入れた長寿命化を推進します。 

また、今後新たに策定する個別の長寿命化計画については、本計画の方向性との整

合を図るものとします。 

 

（６）統合や廃止の推進方針 

 

町が管理する公共施設等を取り巻く環境は、人口減少、厳しい財政状況、確保すべ

き品質等、今後、変化していくことが予想されるため、これらに対応した適切な行政

サービスを将来にわたって持続的に提供していくため、適正な公共施設等の確保に努

めていく必要があります。  

具体的には、耐用年数到来による更新のタイミングだけでなく、社会情勢等の変化

が生じた場合は、耐用年数にこだわらず、全体最適の視点で、施設の統廃合、複合

化、ダウンサイジング（規模縮小）等の手法を検討し活用していきます。 

さらに、その方向付けを踏まえ、施設特性や地域特性を考慮し、方針を決めていき

ます。 



【江差町 公共施設等総合管理計画】 

35 

 

 

（７）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

職員一人ひとりが、公共施設等の管理の意義や必要性を理解する必要があるため、

職員へ計画の周知と意識の共有化を図ります。 

また、公共施設を管理する上で、町民利用施設で導入している指定管理者制度や、

可能な場合はＰＰＰやＰＦＩを活用し、事業の効率化や町民サービスの充実を図るた

めの体制構築を目指します。 
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（８）広域連携の実施方針 

 

本町と上ノ国町は両町が抱える地域課題への対応、知己交流の活性化に寄与するこ

とを目的ととする「江差町・上ノ国町自治体間連携協力に関する協定」を締結し、公

共施設の相互利用や地域共同事業を実施していくこととなりました。 

公共施設の相互利用の主な内容として、各種スポーツ団体や文化団体、子供から大

人までを対象とし、両町の社会体育施設及び文化施設について、両町が定めている利

用基準をそれぞれ適用し、利用できるようになっています。 

  

江差町民テニスコート

江差町民野球場

江差町民多目的広場

朝日町民体育館

旧関川家住宅

旧中村家住宅

旧檜山爾志郡役所

水堀町民プール
社会体育施設

社会体育施設

社会体育施設

文化財施設
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５ 建築施設を長寿命化した場合の維持更新費用削減効果 

 

 現存する公共施設（建築物）を保有し続けた場合の４０年間の維持更新費は、総額  

５５７億円、年平均１３．９億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年に公共施設の個別計画で長寿命化改修を行った場合の計算値を基に、全体

の公共施設の長寿命化改修費用を試算した結果が、以下のグラフになります。改築費

用が大幅に削減され、４０年間の維持更新費は、総額１８０億円、年平均４．５億円

となり、各年度の施設整備費用の平準化が図られます。とくに、直近の１０年間での

効果が最も大きく、約３７７億円の維持更新費用の削減が可能となります。 
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約 10.1億円 
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６ フォロー体制に関する実施方針 

 

（１）見直し 

 

この計画の内容については、今後の財政状況や環境の変化に応じて、適宜見直しを

行います。 

 

（２）協議・検討 

 

公共施設等の適正配置の検討にあたっては、議会や町民に対する随時情報提供を行

い、町全体で認識の共有化を図ります。 

 

（３）地方公会計（固定資産台帳）の活用 

 

公共施設等に関する情報は財務会計システムなどを活用して、全庁的に一元管理す

るとともに、地方公会計制度の財務諸表や財産に関する調書とも整合性を図ること

で、一貫した資産データに基づく公共施設管理を進めていきます。 

 

（４）計画具体化のための方策 

 

本計画の実行に向けてのフォローアップ活動として、分類別の方針に基づき、各施 

設に関し、更新時期における定期的な検証を行います。この検証を基に、財務シミュ

レーションの仮定値を定め、更新計画を確定します。 

また、財務シミュレーションで資金不足等の問題が生じた場合は、更新計画の再検 

討します。 

計画・実行・評価・改善といった PDCAサイクルを確立し、管理計画の着実な実行

と実施した施策・事業等の効果を検証し、必要に応じて計画を見直していきます。 

 

 

 

 

Plan（計画）
総合管理計画
策定・改訂

Do（実行）

マネジメント実施

Action（改善）

計画への反映

Check（評価）
施策・事業の進捗
の把握・評価
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第３章 施設類型ごとの管理に関する基本方針 

第２章における公共施設等の管理に関する基本的な考え方を踏まえ、公共施設（建

築物）、インフラ系施設の分類ごとに基本的な方針を整理します。 

 

１ 公共施設等（建築物）に関する分類別の方針 

 

➀庁舎等行政施設 

 

【現状】 

役場庁舎は１９９３年（平成５年）に建設しました。建設から２８年経過していま

すが、施設の劣化が一部認められるため、今後は長寿命化または改修が必要になって

きます。 

 

【今後の方針】 

役場庁舎、消防庁舎等については、劣化が進行している部分の部位修繕に加え、計画

的な改修を行うことで長寿命化を図ります。 

 

 

②子育て・福祉関連施設 

 

【現状】 

現在本町の社会福祉施設は、各保育園や老人福祉センター、生きがい交流センター

等があります。 

 

【今後の方針】 

かもめ保育園は計画的な改修を行い、長寿命化を図り継続利用します。水堀保育園、日

明保育園は園児数の減少や施設の劣化等を考慮し、統合を検討します。 

それ以外の施設は、計画的な保全を適宜行い、長寿命化を図り継続利用します。 
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③産業 

 

【現状】 

現在本町の産業関連施設は、港湾センター、檜山人材開発センター、旧町営レストラン

等があります。 

 

【今後の方針】 

江差港船潤-4.5ｍ岸壁水産物荷捌上屋は、老朽化が進行している為、一部撤去を検討し

ます。 

卸売市場は、建築後 56年を経過しており老朽化が進行し、旧耐震の建物であること

から、建物用途廃止・移転を検討します。 

それ以外の施設については、計画的な改修を行い、長寿命化を図り継続利用します。 

 

④公営住宅 

 

【現状】 

町の公営住宅は、４１８戸となっており、新耐震設計基準となった昭和５６年 

（1981）年より前に建設された住戸数は、２６７戸で全体の約６割となっています。 

また、江差町の公営借家の比率は、平成２７（2015）年では、全体で１２．１％と

なっており、北海道の平均７．０％と比較して１．７倍高い状況となっています。 

 

【今後の方針】 

令和３年度に見直された「江差町公営住宅長寿命化計画」（令和３年度から令和１２

年度）に基づき、将来人口を踏まえた管理戸数の適正化を図ることを基本に、耐用年

数を経過した老朽住宅の廃止または建替え、耐用年数を経過していない住宅について

は長寿命化または改修を計画的に進め、維持費の縮減、修繕や更新時期の分散化、毎

年の事業費の平準化を図っていきます。 
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令和 3年度「江差町公営住宅長寿命化計画」事業実施計画 
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⑤学校教育施設 

 

【現状】 

本町には、小学校３校、中学校２校の合計５校の学校施設があります。小学校全体

の延床面積は 13,601㎡、中学校は、7,555㎡、全ての学校を合わせた延床面積は

21,156㎡になり、本町の公共施設の延床面積の 20.4%を占めています。  

計画対象の小中学校は、築 30年以上の建物が 11,824㎡（56%）となっており老朽化

が進んでいます。特に江差小学校と南が丘小学校の一部は築 40年を超えております。  

 

【今後の方針】 

南が丘小学校、江差北小・中学校については、老朽化による劣化が著しい状況にあ

ります。雨漏り、サッシ窓の開閉、外壁の亀裂、外壁の塗装の剥がれなど随所に見ら

れるため、順次整備を図っていきます。 

 

⑥教員・職員住宅 

 

【現状】 

教員・職員住宅は、全体の有形固定資産減価償却率が８９．７％と高くなっていま

す。 

  

【今後の方針】 

教員・職員住宅については、今後も使用を継続する建物については長寿命化を図り

計画的な保全を行い、廃止となる建物については順次用途廃止および除却を行いま

す。 

 

⑦社会教育系施設 

 

【現状】 

社会教育系施設は、文化会館や町民野球場管理棟などがあり、全体の有形固定資産

減価償却率は７１．７％と少し高くなっています。 

 

【今後の方針】 

文化会館については、施設の劣化等により強風時の塔屋外壁の飛散や、設備の故障

等が頻発しています。長寿命化のための改修や設備の更新を計画的に進めていきま

す。 



【江差町 公共施設等総合管理計画】 

43 

 

水堀町民プールは、外壁や屋根の劣化等老朽化しており、設備の維持補修を進めて

いく必要があります。また、施設の維持継続が困難になった場合は、廃止を含めてあ

り方を検討します。 

朝日町民体育館は、改修や設備の更新を計画的に進めていく必要があります。ま

た、施設の維持継続が困難になった場合は、施設のあり方を検討します。 

 

⑧地域会館 

 

【現状】 

地域会館は、全体の有形固定資産減価償却率が９３．６％と高くなっています。 

 

【今後の方針】 

地域コミュニティの活動の場となる地域集会施設については、建築年度が古い建物が

多く老朽化が進んでいますが、部位修繕を適宜行い、 長寿命化を図り継続利用します。 

 

⑨その他施設 

 

【現状】 

その他施設は、全体の有形固定資産減価償却率が９１．９％と高くなっています。 

 

【今後の方針】 

旧生涯学習センター、旧生涯学習センター体育館、定住促進住宅、旧漁業公社、旧 NTT 

官舎、旧江差水難救済会、旧海上保安宿舎、旧教職員住宅、障害者共同作業所などの施設

は用途廃止・除却 を検討します。 

旧技能開発センター（A棟）は、建築後 56年が経過しており老朽化が進み、屋根や

外壁に危険な部分があるため、現在の機能の移転を検討し、除却を視野に入れ計画を

進めます。 

その他の建物は、計画的な改修を行うことで長寿命化を図り継続利用します。 
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■公共施設等（建築物）一覧 

番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

1 行政系施設 1 江差町役場庁舎 5,276.0 1993 50.0% 

1 行政系施設 2 消防団本部 1,102.0 1988 60.0% 

1 行政系施設 3 防災備蓄センター（旧税務署） 716.0 1971 13.4% 

1 行政系施設 4 消防第２分団詰所・豊川町職員住宅 114.3 1974 100.0% 

1 行政系施設 5 消防第７分団分遣所・貸付住宅 138.9 1983 100.0% 

1 行政系施設 6 中歌町車庫 14.9 1974 100.0% 

2 子育て・福祉関連施設 7 かもめ保育園 690.0 2008 59.1% 

2 子育て・福祉関連施設 8 水堀保育園 302.0 1971 100.0% 

2 子育て・福祉関連施設 9 日明保育園 365.0 1978 100.0% 

2 子育て・福祉関連施設 10 在宅型総合福祉施設まるやま 1,267.0 2001 42.0% 

2 子育て・福祉関連施設 11 生きがい交流センター 293.0 2000 91.6% 

2 子育て・福祉関連施設 12 老人福祉センター 1,405.0 1991 63.8% 

  13 旧あすなろ幼稚園（なかよし児童会） 541.0 1977 95.7% 

3 産業関連施設 14 港湾センター 933.0 1976 92.0% 

3 産業関連施設 15 旧農業委員会事務所 282.0 1980 100.0% 

3 産業関連施設 16 檜山人材開発センター 3,755.0 1984 48.7% 

3 産業関連施設 17 檜山人材開発センター 宿泊棟 494.0 1984 63.2% 

3 産業関連施設 18 漁村センター 738.0 1979 84.0% 

3 産業関連施設 19 農業管理センター 428.0 2000 57.9% 

3 産業関連施設 20 旧町営レストラン 355.0 1982 97.5% 

3 産業関連施設 21 郷土民芸会館（江差追分会館） 1,208.0 1981 87.2% 

3 産業関連施設 22 山車会館 340.0 2010 35.3% 

3 産業関連施設 23 繁次郎番屋 A棟（立岩） 45.0 1993 100.0% 

3 産業関連施設 24 繁次郎番屋 B棟（宝島） 45.0 1993 100.0% 

  25 繁次郎番屋 C棟（良島） 45.0 1993 100.0% 

3 産業関連施設 26 繁次郎トイレ 83.0 1991 100.0% 

3 産業関連施設 27 町民の森管理棟 63.0 1998 100.0% 

3 産業関連施設 28 姥神町山車倉庫 41.0 2002 100.0% 

  29 壱番蔵 156.0 2002 90.9% 

3 産業関連施設 30 卸売市場 803.0 1965 100.0% 

3 産業関連施設 31 江差港船潤-4.5ｍ岸壁水産物荷捌上屋 311.2 2008 82.3% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

4 公営住宅 32 新豊川町団地（１号棟） 301.0 2001 44.7% 

4 公営住宅 33 新豊川町団地（２号棟） 301.0 2002 42.6% 

4 公営住宅 34 新豊川町団地（３号棟） 301.0 2003 40.4% 

4 公営住宅 35 中歌町団地 889.6 1982 85.1% 

4 公営住宅 36 円山第２団地（39-1） 153.0 1964 100.0% 

4 公営住宅 37 円山第２団地（39-2） 153.0 1964 100.0% 

4 公営住宅 38 円山第２団地（39-3） 135.6 1964 100.0% 

4 公営住宅 39 円山第２団地（39-4） 135.6 1964 100.0% 

4 公営住宅 40 円山第３団地（38-2） 135.6 1963 100.0% 

4 公営住宅 41 円山第３団地（38-3） 135.6 1963 100.0% 

4 公営住宅 42 円山第３団地（44-3） 145.8 1969 100.0% 

4 公営住宅 43 南浜第１団地（40-1） 78.4 1965 100.0% 

4 公営住宅 44 南浜第１団地（40-4） 78.4 1965 100.0% 

4 公営住宅 45 南浜第１団地（40-5） 67.5 1965 100.0% 

4 公営住宅 46 南浜第１団地（40-6） 67.5 1965 100.0% 

4 公営住宅 47 南浜第１団地（40-7） 67.5 1965 100.0% 

4 公営住宅 48 南浜第１団地（40-8） 67.5 1965 100.0% 

4 公営住宅 49 南浜第１団地（40-9） 67.5 1965 100.0% 

4 公営住宅 50 南浜第２団地（41-1） 134.4 1965 100.0% 

4 公営住宅 51 南浜第２団地（41-2） 134.4 1965 100.0% 

  52 南浜第２団地（42-2） 120.0 1965 100.0% 

4 公営住宅 53 南浜第２団地（42-1） 60.0 1965 100.0% 

4 公営住宅 54 南浜第２団地（43-1） 159.9 1968 100.0% 

4 公営住宅 55 南浜第２団地（43-2） 214.8 1968 100.0% 

  56 柏町団地（45-1） 165.5 1970 100.0% 

4 公営住宅 57 柏町団地（45-2） 165.5 1970 100.0% 

4 公営住宅 58 柏町団地（46-1） 166.6 1971 100.0% 

  59 柏町団地（46-2） 166.6 1971 100.0% 

  60 柏町団地（46-3） 166.6 1971 100.0% 

4 公営住宅 61 柏町団地（47-1） 166.5 1972 100.0% 

4 公営住宅 62 柏町団地（47-2） 166.5 1972 100.0% 

4 公営住宅 63 柏町団地（47-3） 166.5 1972 100.0% 

4 公営住宅 64 柏町団地（48-1） 178.1 1973 100.0% 

4 公営住宅 65 柏町団地（48-2） 43.0 1973 100.0% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

4 公営住宅 66 柏町団地（48-3） 86.0 1983 100.0% 

4 公営住宅 67 柏町団地（48-4） 98.3 1973 100.0% 

4 公営住宅 68 柏町団地（45-3） 157.0 1970 100.0% 

4 公営住宅 69 柏町団地（45-4） 157.0 1970 100.0% 

4 公営住宅 70 柏町団地（45-5） 157.0 1970 100.0% 

4 公営住宅 71 柏町団地（46-4） 157.0 1971 100.0% 

4 公営住宅 72 柏町団地（46-5） 157.0 1971 100.0% 

4 公営住宅 73 柏町団地（47-4） 157.1 1972 100.0% 

4 公営住宅 74 柏町団地（47-5） 157.1 1972 100.0% 

4 公営住宅 75 南が丘第１団地（51-1） 245.2 1976 100.0% 

4 公営住宅 76 南が丘第１団地（52-1） 255.4 1977 100.0% 

4 公営住宅 77 南が丘第１団地（53-1） 270.9 1978 100.0% 

4 公営住宅 78 南が丘第１団地（51-2） 240.0 1976 100.0% 

4 公営住宅 79 南が丘第１団地（52-2） 240.0 1977 100.0% 

4 公営住宅 80 南が丘第１団地（53-2） 255.4 1978 100.0% 

4 公営住宅 81 南が丘第１団地（53-3） 255.4 1978 100.0% 

4 公営住宅 82 南が丘第１団地（53-4） 255.4 1978 100.0% 

4 公営住宅 83 南が丘第２団地（54-1） 263.2 1979 100.0% 

4 公営住宅 84 南が丘第２団地（54-2） 263.2 1979 100.0% 

  85 南が丘第２団地（54-3） 267.3 1981 100.0% 

  86 南が丘第２団地（54-4） 267.3 1981 100.0% 

4 公営住宅 87 南が丘第２団地（55-1） 262.1 1980 100.0% 

4 公営住宅 88 南が丘第２団地（55-2） 262.1 1980 100.0% 

4 公営住宅 89 南が丘第２団地（55-3） 401.8 1982 100.0% 

4 公営住宅 90 南が丘第２団地（56-1） 406.1 1983 100.0% 

4 公営住宅 91 南が丘第２団地（57-1） 270.7 1984 100.0% 

4 公営住宅 92 南が丘第２団地（58-1） 203.0 1985 97.4% 

  93 南が丘第２団地（59-1） 275.2 1986 94.7% 

  94 南が丘第３団地（１号棟） 275.2 1988 89.4% 

4 公営住宅 95 南が丘第３団地（２号棟） 275.2 1986 94.7% 

4 公営住宅 96 南が丘第３団地（３号棟） 275.2 1989 86.8% 

4 公営住宅 97 泊町団地 145.8 1969 100.0% 

4 公営住宅 98 水堀第１団地 2 109.1 1958 100.0% 

4 公営住宅 99 水堀第１団地 3 120.0 1969 100.0% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

4 公営住宅 100 水堀第１団地 4 156.9 1968 100.0% 

4 公営住宅 101 水堀第１団地 5 96.0 1968 100.0% 

4 公営住宅 102 水堀第２団地 1 193.0 1977 100.0% 

4 公営住宅 103 水堀第２団地 2 193.0 1977 100.0% 

4 公営住宅 104 陣屋団地（１号棟） 1059.4 1991 66.0% 

4 公営住宅 105 陣屋団地（２号棟） 725.9 1992 63.8% 

4 公営住宅 106 陣屋団地（３号棟） 2138.7 1996 55.3% 

4 公営住宅 107 陣屋団地（３号棟渡り廊下） 31.5 1996 68.6% 

4 公営住宅 108 陣屋団地（４号棟） 1466.1 1997 53.2% 

4 公営住宅 109 陣屋団地（４号棟渡り廊下） 39.8 1997 65.8% 

4 公営住宅 110 陣屋団地（５号棟） 1404.0 1999 48.9% 

4 公営住宅 111 陣屋団地（５号棟渡り廊下） 19.8 1999 60.7% 

4 公営住宅 112 円山第４団地（１号棟） 708.6 2005 36.2% 

4 公営住宅 113 円山第４団地（１号棟物置） 19.8 2005 44.9% 

4 公営住宅 114 円山第４団地（２号棟） 659.4 2007 31.9% 

4 公営住宅 115 円山第４団地（２号棟物置） 19.8 2007 39.6% 

  116 円山第４団地（３号棟） 548.3 2008 29.8% 

4 公営住宅 117 円山第４団地（３号棟物置） 19.8 2008 37.0% 

4 公営住宅 118 南が丘第四団地(52-1棟) 329.9 2011 28.9% 

4 公営住宅 119 南が丘第四団地(52-2棟) 329.9 2011 28.9% 

4 公営住宅 120 南が丘第四団地(53-1棟) 349.2 2011 28.9% 

4 公営住宅 121 南が丘第四団地(53-2棟) 359.8 2011 28.9% 

4 公営住宅 122 南が丘第四団地(54-1棟) 280.8 2011 28.9% 

4 公営住宅 123 南が丘第四団地(54-2棟) 421.2 2011 28.9% 

  124 新陣屋団地１号棟 248.4 2017 29.4% 

  125 新陣屋団地２号棟 248.4 2018 23.5% 

  126 新陣屋団地３号棟 248.4 2019 17.6% 

5 学校教育施設 127 江差北小学校（改築） 1,365.0 1986 76.6% 

5 学校教育施設 128 江差北小学校（改築） 180.0 2004 36.2% 

5 学校教育施設 129 江差北小学校体育館 642.0 2006 34.0% 

5 学校教育施設 130 江差小学校 2,204.0 1975 100.0% 

5 学校教育施設 131 江差小学校（改築分） 2,040.0 1976 97.9% 

5 学校教育施設 132 江差小学校（改築分） 396.0 1976 97.8% 

5 学校教育施設 133 江差小学校（改築分） 1,232.0 1977 95.8% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

5 学校教育施設 134 江差小学校体育館 1,113.0 1978 93.6% 

5 学校教育施設 135 南が丘小学校 525.0 1977 95.7% 

5 学校教育施設 136 南が丘小学校（新築分） 168.0 1979 91.6% 

5 学校教育施設 137 南が丘小学校（新築分） 332.0 1984 80.9% 

5 学校教育施設 138 南が丘小学校（改築分） 1,018.0 1995 57.4% 

5 学校教育施設 139 南が丘小学校（新築、改築） 1,289.0 1996 57.4% 

5 学校教育施設 140 南が丘小学校体育館 18.0 1996 55.4% 

5 学校教育施設 141 南が丘小学校体育館 1,079.0 1996 52.0% 

5 学校教育施設 142 江差北中学校（新築、改築） 1,400.0 1987 74.5% 

5 学校教育施設 143 江差北中学校（新築、改築） 129.0 2012 45.5% 

5 学校教育施設 144 江差北中学校体育館 1,049.0 1989 97.1% 

5 学校教育施設 145 江差中学校 3,610.0 2014 17.0% 

5 学校教育施設 146 江差中学校 1,367.0 2014 17.0% 

6 教員・職員住宅 147 陣屋町職員住宅 72.0 1969 60.4% 

6 教員・職員住宅 148 南が丘職員住宅１ 140.0 1979 64.4% 

  149 南が丘職員住宅２ 140.0 1978 61.8% 

6 教員・職員住宅 150 南が丘職員住宅３ 140.0 1977 69.5% 

6 教員・職員住宅 151 南が丘職員住宅４ 140.0 1978 66.9% 

6 教員・職員住宅 152 南が丘職員住宅５ 146.0 1989 86.3% 

6 教員・職員住宅 153 柏町職員住宅 140.0 1981 60.1% 

6 教員・職員住宅 154 豊川町職員住宅１ 120.0 1976 69.6% 

6 教員・職員住宅 155 豊川町職員住宅２ 113.0 1975 73.7% 

6 教員・職員住宅 156 豊川町職員住宅３ 105.0 1966 81.7% 

6 教員・職員住宅 157 豊川町職員住宅４ 106.0 1971 81.5% 

6 教員・職員住宅 158 緑丘職員住宅１ 113.0 1972 68.4% 

6 教員・職員住宅 159 緑丘職員住宅２ 113.0 1973 65.8% 

6 教員・職員住宅 160 茂尻町職員住宅 146.0 1983 100.0% 

  161 陣屋町教職員住宅（A-1） 72.0 1970 100.0% 

6 教員・職員住宅 162 南が丘教職員住宅（B-1,B-2） 129.0 1979 100.0% 

6 教員・職員住宅 163 柏町教職員住宅(B-1.B-2) 99.0 1974 100.0% 

6 教員・職員住宅 164 本町教職員住宅(A-1) 75.0 1996 100.0% 

6 教員・職員住宅 165 田沢町教職員住宅（B-1） 79.0 1992 100.0% 

6 教員・職員住宅 166 田沢町教職員住宅（B-2） 79.0 1992 100.0% 

6 教員・職員住宅 167 水堀町教職員住宅（E-1） 66.0 1966 100.0% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

6 教員・職員住宅 168 水堀町教職員住宅（C-1,C-2） 99.0 1974 100.0% 

6 教員・職員住宅 169 水堀町教職員住宅（A-4） 70.0 1968 100.0% 

6 教員・職員住宅 170 水堀町教職員住宅（A-5） 58.0 1970 100.0% 

6 教員・職員住宅 171 水堀町教職員住宅（A-6） 79.0 1994 100.0% 

6 教員・職員住宅 172 水堀町教職員住宅（A-3） 79.0 1994 100.0% 

6 教員・職員住宅 173 水堀町教職員住宅（A-1） 79.0 1991 100.0% 

6 教員・職員住宅 174 水堀町教職員住宅（A-2） 79.0 1991 100.0% 

6 教員・職員住宅 175 水堀町教職員住宅（F-1,F-2） 120.0 1975 100.0% 

6 教員・職員住宅 176 朝日町教職員住宅（A-1） 79.0 1990 100.0% 

6 教員・職員住宅 177 朝日町教職員住宅（B-1,B-2） 157.0 1991 100.0% 

6 教員・職員住宅 178 朝日町教職員住宅（C-1,C-2） 146.0 1992 100.0% 

6 教員・職員住宅 179 朝日町教職員住宅（F-1,F-2） 123.0 1994 100.0% 

6 教員・職員住宅 180 南浜町教職員住宅（F-1～F-6） 220.0 1998 100.0% 

  181 南浜町教職員住宅（A-1） 70.0 1974 100.0% 

6 教員・職員住宅 182 南浜町教職員住宅（B-1） 79.0 1995 100.0% 

6 教員・職員住宅 183 南浜町教職員住宅（E-1,E-2） 99.0 1974 100.0% 

6 教員・職員住宅 184 豊川町教職員住宅（C-1,C-2） 128.0 1975 100.0% 

6 教員・職員住宅 185 豊川町教職員住宅（B-1,B-2） 128.0 1975 100.0% 

6 教員・職員住宅 186 豊川町教職員住宅（A-1,A-2） 128.0 1976 100.0% 

6 教員・職員住宅 187 円山教職員住宅（B-1） 61.0 1969 100.0% 

6 教員・職員住宅 188 円山教職員住宅（A-1） 79.0 1993 100.0% 

6 教員・職員住宅 189 円山教職員住宅（F-1～F-4） 291.0 1999 100.0% 

6 教員・職員住宅 190 緑丘教職員住宅（A-1） 79.0 1993 100.0% 

6 教員・職員住宅 191 旧円山教職員住宅-1（C-1,C-2） 99.0 1965 97.5% 

6 教員・職員住宅 192 旧円山教職員住宅-2（D-1） 50.0 1965 97.5% 

6 教員・職員住宅 193 旧円山教職員住宅-2（E-1,E-2） 99.0 1965 97.5% 

6 教員・職員住宅 194 旧水堀町教職員住宅（D-1,D-2） 99.0 1966 94.7% 

6 教員・職員住宅 195 旧朝日町教職員住宅 122.0 1972 100.0% 

6 教員・職員住宅 196 旧尾山町教職員住宅（C-1,C-2） 99.0 1972 78.9% 

  197 旧尾山町教職員住宅（D-1,D-2） 99.0 1973 84.2% 

6 教員・職員住宅 198 旧尾山町教職員住宅（E-1,E-2） 113.0 1974 71.1% 

6 教員・職員住宅 199 旧尾山町教職員住宅（B-1,B-2） 121.0 1976 81.5% 

7 社会教育系施設 200 江差港マリーナ艇庫 495.0 1987 100.0% 

7 社会教育系施設 201 柳崎スポーツ広場管理棟 70.4 1991 100.0% 

7 社会教育系施設 202 文化会館 4,970.9 1990 68.1% 
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番号 施設分類 
建物

番号 
施設名 

面積

(㎡） 

取得年

度 

有形固定資

産減価償却

率（％） 

7 社会教育系施設 203 町民野球場管理棟 260.2 1998 46.0% 

7 社会教育系施設 204 水堀町民プール（管理室） 204.6 1994 83.3% 

7 社会教育系施設 205 水堀町民プール（プール棟） 633.0 1994 79.4% 

7 社会教育系施設 206 朝日体育館 639.0 1994 56.0% 

7 社会教育系施設 207 弓道場 47.6 1979 100.0% 

7 社会教育系施設 208 弓道場（増築） 12.6 1981 100.0% 

7 社会教育系施設 209 旧中村家住宅 541.0 1974 100.0% 

7 社会教育系施設 210 旧中村家住宅（倉庫） 89.2 1974 100.0% 

7 社会教育系施設 211 旧中村家住宅（倉庫） 66.1 1974 100.0% 

7 社会教育系施設 212 旧中村家住宅（物置） 37.7 1974 100.0% 

  213 旧中村家住宅（物置） 14.9 1974 100.0% 

7 社会教育系施設 214 旧関川家住宅 95.2 1977 100.0% 

7 社会教育系施設 215 旧関川家住宅（付属家） 139.1 1977 100.0% 

7 社会教育系施設 216 旧関川家住宅（倉庫） 139.1 1977 100.0% 

7 社会教育系施設 217 旧関川家住宅（前庭東屋） 4.5 1985 100.0% 

7 社会教育系施設 218 旧檜山爾志郡役所 472.6 1997 100.0% 

7 社会教育系施設 219 旧檜山爾志郡役所（管理棟） 85.9 1997 100.0% 

7 社会教育系施設 220 旧檜山爾志郡役所（留置場） 67.7 1997 100.0% 

7 社会教育系施設 221 旧檜山爾志郡役所（収蔵庫） 129.0 1997 65.8% 

7 社会教育系施設 222 旧檜山爾志郡役所（消火栓ポンプ小屋） 7.1 1997 73.1% 

8 地域会館 223 泊生活館 224.0 1978 100.0% 

8 地域会館 224 対鴎館 310.0 1951 100.0% 

8 地域会館 225 陣屋団地集会施設 177.0 2000 68.1% 

8 地域会館 226 五勝手生活館 325.0 1975 100.0% 

8 地域会館 227 江差町会所会館 499.0 2000 46.3% 

8 地域会館 228 コミュニティセンター水堀会館 822.0 1973 98.0% 

  229 南が丘ふれあいセンター 590.0 1995 100.0% 

8 地域会館 230 椴川担い手センター 210.0 1995 100.0% 

  231 柏町母と子の家 133.0 1985 100.0% 

  232 緑丘福祉の家 167.0 1997 50.0% 

  233 大澗寿の家 122.0 1974 100.0% 

8 地域会館 234 田沢憩いの家 201.0 1987 100.0% 

  235 伏木戸寿の家 186.0 1973 100.0% 

8 地域会館 236 越前寿の家 209.0 1975 100.0% 
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8 地域会館 237 中網老人憩いの家 236.0 1993 100.0% 

8 地域会館 238 小黒部寿の家 200.0 1976 100.0% 

8 地域会館 239 鰔川寿の家 216.0 1973 100.0% 

8 地域会館 240 朝日児童館 229.0 1970 98.8% 

8 地域会館 241 柳崎児童館 224.0 1977 100.0% 

9 その他施設 242 旧生涯学習センター 1,631.0 1970 100.0% 

9 その他施設 243 旧生涯学習センター 体育館 1,684.0 1971 100.0% 

9 その他施設 244 旧朝日小中学校校舎 1,888.0 1959 100.0% 

  245 旧日明小中学校 2,194.0 1954 100.0% 

9 その他施設 246 温泉保養施設 275.0 1968 99.1% 

9 その他施設 247 旧かしわぎ保育園 482.0 1973 100.0% 

9 その他施設 248 旧とよかわ保育園 361.0 1976 100.0% 

9 その他施設 249 定住促進住宅 169.0 1966 100.0% 

9 その他施設 250 旧技能開発センター（A棟） 677.0 1965 100.0% 

9 その他施設 251 旧技能開発センター（B棟） 331.0 1961 100.0% 

9 その他施設 252 地域振興センター 1,312.0 1980 53.3% 

9 その他施設 253 作業員詰所 46.0 1980 100.0% 

9 その他施設 254 大型車車庫 180.0 1995 87.0% 

9 その他施設 255 姥神町車庫 195.0 1973 87.1% 

9 その他施設 256 旧漁業公社（誠洋使用分） 417.4 1986 100.0% 

9 その他施設 257 旧漁業公社倉庫（漁協使用分） 520.6 1986 100.0% 

9 その他施設 258 旧漁業公社ボイラー室（松田使用分） 82.0 1986 100.0% 

9 その他施設 259 旧漁業公社工場 396.7 1986 100.0% 

9 その他施設 260 旧ＮＴＴ官舎（Ｂ－２） 67.7 1966 81.6% 

9 その他施設 261 旧ＮＴＴ官舎（Ｃ－７） 52.6 1966 81.4% 

9 その他施設 262 旧ＮＴＴ官舎（Ｂ－４） 58.1 1966 81.8% 

  263 旧ＮＴＴ官舎（Ｃ－１０、Ｃ－１１） 105.2 1966 81.7% 

9 その他施設 264 旧ＮＴＴ官舎（Ｃ１２、Ｃ－１３） 105.8 1971 81.5% 

  265 旧ＮＴＴ官舎（Ｃ－３） 62.6 1966 81.5% 

9 その他施設 266 旧江差水難救済会 99.4 1969 100.0% 

  267 旧海上保安宿舎 47.8 1985 67.8% 

9 その他施設 268 旧尾山町教職員住宅（温泉下） 59.9 1968 89.3% 

9 その他施設 269 旧尾山町教職員住宅（Ｂ棟物置） 7.3 1976 100.0% 

9 その他施設 270 旧水堀町教職員住宅（Ｂ－１） 49.5 1964 100.0% 
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9 その他施設 271 姥神町土蔵 16-1（喫茶） 57.9 1860 50.0% 

9 その他施設 272 姥神町土蔵 16-1-1（左奥） 81.0 1860 50.0% 

9 その他施設 273 姥神町土蔵 18-1-1（左手前） 79.3 2012 50.0% 

9 その他施設 274 姥神町土蔵 18-1-2（ギャラリー） 89.3 2012 50.0% 

9 その他施設 275 障害者共同作業所（奥） 73.6 1969 67.8% 

9 その他施設 276 障害者共同作業所（手前） 47.8 1972 64.4% 

  277 新地さわやかトイレ（旧） 12.0 1997 74.4% 

9 その他施設 278 新地さわやかトイレ（新） 22.8 1997 100.0% 

9 その他施設 279 江差駅下バス停 11.9 1973 100.0% 

9 その他施設 280 南浜町バス待合所 11.9 1976 100.0% 

9 その他施設 281 茂尻町バス待合所 11.9 1973 100.0% 

9 その他施設 282 中歌町バス待合所 5.8 1993 74.7% 

9 その他施設 283 愛宕町バス待合所 11.9 1973 100.0% 

9 その他施設 284 泊町バス待合所 5.0 1993 100.0% 

9 その他施設 285 江差高校バス待合所（ニッサン側） 15.0 1983 100.0% 

9 その他施設 286 江差高校バス待合所（江差高校側） 15.0 1985 100.0% 

9 その他施設 287 水堀町バス待合所 8.1 1983 100.0% 

9 その他施設 288 旧特養えさし荘バス待合所 8.1 1978 100.0% 

9 その他施設 289 五厘沢町バス待合所（山側） 5.7 1983 100.0% 

9 その他施設 290 五厘沢町バス待合所（海側） 5.6 1983 100.0% 

9 その他施設 291 越前町バス待合所 3.3 1983 100.0% 

9 その他施設 292 越前神社前バス待合所 5.0 2012 11.8% 

9 その他施設 293 朝日学校前バス待合所 6.0 1972 100.0% 

9 その他施設 294 伏木戸バス待合所 3.7 2009 75.0% 

9 その他施設 295 中網神社前バス待合所 10.0 2012 40.5% 

  296 尾山町バス待合所（山側） 5.0 1997 100.0% 

9 その他施設 297 尾山町バス待合所（海側） 8.1 1976 100.0% 

  298 大澗町バス待合所（山側） 8.1 1973 100.0% 

9 その他施設 299 大澗町バス待合所（海側） 11.9 1976 100.0% 

9 その他施設 300 湛水防除管理棟 219.2 2002 40.0% 
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２ インフラ系施設に関する分類別の方針 

 

道路、橋梁等については、点検や、個別に定める長寿命化計画等に従って維持管

理、修繕、更新、改良等を進めていきます。その他施設については、総合計画との整

合性を図り、本計画に準じて継続的に見直しを行い、維持管理、修繕、更新等を実施

します。 

 

①道路 

 

江差町維持管理パトロール実施要領を基に、路面性状・法面・土木構造物の点検を

行い、計画的に維持補修を行います。生活道路については、JR江差線廃線を機に、分

断されていた南浜地区と南が丘地区を結ぶ道路を新設し、地域間交流の促進、南が丘

小学校への通学児童の危険リスクの軽減を図るほか、海沿いを走る国道２２８号線と

並行する町道陣屋椴川線を結ぶ道路を新設するなど、災害時の避難道路の確保を図る

こととします。また、安全性を優先し、老朽化の著しい舗装道路の改良工事を行いま

す。また、歩道整備や景観に配慮した道づくり、除雪体制の充実（ショベルやダンプ

等の除雪車両の計画的な更新を含む）を図ります。 

 

②橋梁 

 

橋梁長寿命化計画及び法定橋梁点検結果に基づいて、緊急性や路線の重要度を総合

的に検討した上で、効率的・効果的な修繕を計画し、橋梁長寿命化を進めていくこと

で、大規模修繕・架替え費用の高コスト化を回避します。また、「予防保全的な対応」

（損傷が小さなうちから計画的に行う修繕）に推進し、ライフサイクルコストの縮減

を図ります。 修繕時期は、重要度の高い路線の橋梁等について、損傷状況に応じて優

先的に修繕を実施するとともに、さらに橋梁の各部材の損傷状況と供用年数に応じ

て、総合的に判断した上で決定します。 

 

③河川 

 

江差町維持管理パトロール実施要領を基に、護岸や転落防護柵等の点検を行い、計

画的に維持補修を行います。 
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➃上下水道 

 

イ 予防保全型の維持管理  

 

上下水道施設の計画的な点検、清掃、補修による施設の長寿命化を図り、資産を有

効に活用しながら、予防保全型の維持管理に努めます。 

 

ロ 水道事業再構築計画について  

 

江差町には上ノ国ダムの水源をはじめとして４つの浄水場がありますが、将来の的

確な水需要予測に基づき、給水量に見合った浄水場の休止再編を実施します。ただ

し、不測の事態に備えるため、休止措置とすることで給水能力を維持します。現状で

耐震基準を満たす浄水場は砂川浄水場のみであり、「強靭化」のため、最終的には砂川

浄水場での運用を主とすることにより、１つの浄水場で全町の給水を賄うことを目指

し、事業のダウンサイジング化を図ります。段階的に浄水場を休止することで維持管

理費や施設の更新費用等の抑制に繋げるものとします。 

平成２７年度に高区浄水場、令和３年度に五厘沢浄水場を休止しており、今後も水

需要に応じて、施設の再構築を進めることとします。 

 

ハ 施設管理の効率化  

 

処理施設等の電力、燃料及び薬品使用量の削減に向けて、運転管理の効率化に努め

ます。 

 

二 下水道施設の改築更新等 

  

平成３０年度策定の下水道管理センター及び中継ポンプ場、各マンホールポンプ所

のストックマネジメント計画に基づき、機器・設備等の維持管理と計画的な更新に努

めます。 

下水道管渠整備については、平成２８年度に事業を再開し、未普及区域の整備を進

めるほか、既存の管渠については、適切な保守点検につとめ、計画的に更新を進めて

いきます。 
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➄公園 

 

担当係による点検、遊具メンテナンス業者による年１回の専門点検を実施し、安全

に遊具を利用できるよう管理し、予防保全型の維持管理に努めます。 

そのほか、公園内の設備等についても、老朽化の状況を点検により把握し、安全配

慮の視点から撤去、修繕、更新等の方針を定め、計画的に実施します。 

 

⑥農業農村整備事業  

 

檜山振興局と連携し、実施します。現在予定されている事業は以下のとおりです。 

 

No 事業名 地区名 主要工事概要 予定工期 

1 農地整備事業 江差北部 用水路・暗渠・区画整理 H31～R11 

2 ため池整備事業 下小黒部 耐震化対策 R7～R9 
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